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概要 

最終更新日 2023 年 12 月 1 日 

プロジェクト名 未利用熱エネルギーの革新的活用技術研究開発 
プロジェクト

番号 
P15007 

担当推進部/ 

ＰＭｇｒまたは担当

者 

及び METI 担当課 

省エネルギー部 

岩坪 哲四郎（2015 年 7 月～2016 年 4 月、2020 年 4 月～）：ＰＭ（2020 年 4 月～2023年 3 月） 

小笠原 有香（2017 年 7 月～2021 年 1 月）：サブＰＭ（2018 年 7 月～2021 年 1 月） 

楠瀬 暢彦（2015 年 4 月～2017 年 8 月）：ＰＭ（2015 年 4月～2017 年 8 月） 

今田 俊也（2017 年 8 月～2018 年 6 月）：ＰＭ（2017 年 9月～2018 年 6 月） 

近藤 篤（2015 年 4 月～2020年 3 月）：ＰＭ（2018 年 7 月～2020 年 3 月） 

梅村 茂樹（2015 年 4 月～6 月）、鍜治 日奈子（2015 年 4月）、 

谷 泰範（2015 年 4 月～2016年 4 月）、田中 裕司（2015年 4 月～2018 年 3 月）、 

星野 光男（2015 年 4 月～2018 年 3 月）、松原 健（2015年 5 月～2018 年 4 月）、 

永井 恒輝（2015 年 7 月～2018 年 6 月）、竹内 由実（2015年 4 月～2020 年 3 月）、 

太田 年彦（2018 年 4 月～2021 年 3 月）、高橋 伸幸（2018年 5 月～2021 年 1 月）、 

永田 重陽（2019 年 7 月～2021 年 6 月）、亀田 治邦（2020年 4 月～2023 年 3 月）、 

島田 守（2020 年 4 月～2023年 3 月）、占部 亘（2020 年 7 月～2022 年 6 月） 

野田 佳保子（2021 年 7 月～2023 年 3 月）、笠原 宏併（2022 年 3 月～2023年 3 月） 

後藤 直彦（2022 年 7 月～2023 年 3 月） 

 

METI 担当課 

製造産業局 金属課（～2019年度） 

資源エネルギー庁 省エネルギー・新エネルギー部 省エネルギー課（2020 年度～2023年度） 

０．事業の概要 

未利用熱エネルギーを効果的に、削減（Reduce：断熱、遮熱、蓄熱等）、再利用（Reuse：ヒートポ

ンプ技術等）、変換利用（Recycle：熱電変換、排熱発電等）するための技術をNEDOは熱の３Ｒ技術

と呼んでおり、本事業では、その開発とこれらを横断的に扱う熱マネージメント技術・基盤技術の

開発を行う。本事業は、得られる成果の実用化・普及を通じて、環境中に排出される膨大な未利用

熱を効果的に削減又は回収して再利用・変換利用し、2030年に原油換算で600万kL/年以上の省エネ

ルギー効果と1,700万t-CO2 /年以上のCO2排出削減効果を目指す。 

１．意義・アウトカム（社会実装）達成までの道筋 

 
1.1 本事業の位置

付け・意義 

事業実施の背景と事業の目的 

我が国では、石油、石炭、天然ガスといった化石燃料を中心とする一次エネルギーか電力・燃料等に変換・

輸送・貯蔵するフローにおいて、その３～４割が有効利用できずに熱として失われている（エネルギー・ロ

ス）。さらに、消費者が最終的に活用する、真に必要なエネルギーに再変換する段階においてもエネルギ

ー・ロスが発生するため、一次エネルギーの６～７割が熱として失われている。一次エネルギーの９割を輸入

に頼り、その金額が16兆円（2019年度）にも上る我が国にとっては、これはとても大きな問題である。また、化

石燃料は、燃焼して必要なエネルギーに変換するまでにCO2を排出するため、いかにエネルギー・ロスを大

幅に減らすかが、我が国が2050年までに80％の温室効果ガスの排出削減を目指す上でも重要な課題であ

る。社会全体のエネルギー・ロスを削減し、エネルギー効率を向上させて徹底した省エネルギーを実現する

ためには、このような利用されずに捨てられる熱、「未利用熱エネルギー」（未利用熱）を有効活用する技術

を開発し社会実装することが重要かつ必須である。 

また、未利用熱エネルギーの有効活用に関する技術開発については、ニューサンシャイン計画の一環として

実施した「広域エネルギー利用ネットワークシステムプロジェクト」での実績があるが、それ以降は各省庁にお

いて提案公募型の事業が一部存在するものの、基盤研究から実用化までをすべて網羅し、企業を含むプロ

ジェクト研究体制では実施されていない。我が国では、研究開発とそれによるイノベーションの創出の大半を

企業が担っているが、近年、その企業における研究開発が短期化かつ短視野化しており、その多くが改良

型の研究開発であって、抜本的なイノベーションを生み出す可能性を秘めた中長期的研究への投資は少な

くなっているといわれている。 

更に、海外に目を向けると、中国や米国、欧州など、産学官が一体となったプロジェクトを積極的に展開して

いる。特に、パリ協定の採択以降、2050年までの温室効果ガスの大幅な排出削減に向けて野心的な取り組

みをリードする欧州では、熱利用に関するロードマップや白書が策定され、産業から排出される未利用熱の

利活用をさらに推進する方針が示されている。そのような方針のもとで、欧州委員会（EC）の研究資金助成

プログラムHorizon 2020でも、TASIO、TransFlexTeg、I-ThERM、DryFiciency、CREATE等、未利用熱の活

用に関する研究開発が活発になされており、熱利用に関する100%補助プロジェクト事業には、10億円/年以

上の予算が投じられている。また、その後継プログラムとして、新たにHorizon Europeがある。これら以外も含

め、欧州各国では未利用熱を活用する取り組みが活発に推進されている。 

このような背景の下、産学官連携による中長期的研究開発を重点的に行い、古くから研究開発の行われて

いる我が国の未利用の３Ｒ技術・熱マネージメント技術について、未来の省エネルギーに向けたフロンティア
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として革新し、大型予算をもつ海外勢との将来的な技術・市場競争に打ち勝つとともに、国内の３Ｅ＋Ｓ

（Energy security (安定供給)、Economical efficiency (経済性)、Environment (環境) + Safty（安全））の実現

と、さらに全世界でのクリーンエネルギーへの移行という諸課題の解決に大きく貢献することを目指して、

NEDOは本事業を実施する。 

 

政策的位置付け 

「エネルギー基本計画」（2021年７月、閣議決定）においては、2030年に向けては徹底した省エネルギー社

会の実現のため、各分野において革新的な省エネルギー技術の開発と、さらに廃熱利用や熱システムの脱

炭素化を促進することが重要であることが示されている。 

「革新的環境イノベーション戦略」（2020年１月、統合イノベーション戦略推進会議決定）においても、2050年

までの確立を目指す具体的な行動計画（５分野16課題）に貢献する１つのテーマとして、「未利用熱・再生可

能エネルギー熱利用の拡大」があり、高効率な断熱材、ヒートポンプ、熱電変換技術や、熱の評価技術の開

発についての支援の必要性が明示されている。 

さらに、経済産業省資源エネルギー庁とNEDOは、第5次エネルギー基本計画などの政府の方針を踏まえ、

省エネルギー技術戦略の重要技術を2019年７月に改定し、廃熱利用や熱システムの脱炭素化を促進する

ため、廃熱を高効率に電力に変換する技術や高効率電力加熱技術などを重要技術に追加している（排熱

の高効率電力変換、熱エネルギーの循環利用、高効率電気加熱（誘電加熱、レーザー加熱、ヒートポンプ

加熱）など）。 

 

NEDOが関与する意義 

NEDOは、「持続可能な社会の実現に向けた技術開発総合指針」を策定した。この指針では、持続可能な社

会を実現する３つの社会システム（「サーキュラーエコノミー」「バイオエコノミー」及び「持続可能なエネルギ

ー」）を掲げ、これらの一体的かつ有機的な推進により、非連続なイノベーションにつなげ、経済合理性を持

って社会実装を実現させていくことが重要としている。 

本事業の狙いは、自動車・産業等幅広い分野において大きな課題となっている未利用熱の有効利用に関し

て、経済的に回収する技術体系を確立する（ハイリスク・連携必要）と同時に、同技術の適用によって日本の

主要産業の創生とともに競争力を強化し（ハイリスク・連携必要）、社会全体のエネルギー効率を向上するこ

とを目指すもの（公共性/汎用性・連携必要）であることから、「持続可能なエネルギー」を実現するための

NEDOの指針に合致する。さらに、材料開発からシステム化までには長い研究開発期間を要すため、単独企

業ではリスクが大きく、また、シーズ技術の橋渡しをしながら産学官の叡智を結集して、システムとしての省エ

ネルギー効果を目指す必要があることから、中長期のNEDOプロジェクトとして実施すべきものである。 

例えば、高温ヒートポンプ用の新規冷媒については、さまざまなユーザーが想定されるため冷媒データベー

スの登録等の標準化が求められるが、そのための冷媒研究はヒートポンプメーカの収益に直結するものでは

なく、大学や研究機関が主体となって実施すべきものである。そのため、メーカを含めた産学連携体制で、

新規冷媒の物性評価等の基盤研究とデータベース化を推進する必要がある（公共性/汎用性・連携必要）。 

また、熱電変換材料について、200～600℃で利用可能な熱電変換材料の研究は、長年研究が行われてい

るものの実用化に至っていない。そのため、産学の英知を結集し、中長期の腰を据えた研究開発により材料

探索フェーズから脱却するとともに、熱電材料性能の正しい評価と我が国の優位性を担保するため、性能評

価技術の国際標準化を推進することが必要とされる（ハイリスク・連携必要）。 

1.2 アウトカム達

成までの道筋 

本事業の研究開発成果の2030年時点における波及効果として、原油換算で600万kL/年程度以上の省

エネ、1,700万t-CO2/年程度以上のCO2削減効果を見込んでいる。委託事業において要素技術開発を実

施し、助成事業にて実用化を見据えた開発、さらには各事業者にて実施する実用化へのフェーズ移行は進

捗状況に合わせ、早期自立化を達成する。また、基盤技術の公開や成果のPRを積極的に行い、普及促進と

新たな用途展開への進展を促す。社会情勢の変化に伴う電化の方向性、熱利用の動向など外部環境の変

化を注視し、市場探索・拡大へと波及させることを狙って事業を展開する。 

1.3 知的財産・標

準化戦略 

本事業で扱う技術領域は、未利用熱の活用という共通目的を有しつつも、競争的に開発を行う部分が生じる

ため研究項目間の情報管理は徹底して行いつつ、全体としてのシナジー創出のために全ての研究項目に

有益な調査・基盤技術の成果は共有するなどして、オープン／クローズの考え方に基づき、情報管理と知財

運営を実施している。たとえば、競争領域の材料組成やシステム構成に関する知財は、企業経営と一体化し

た運営を行い積極的に権利化する。このとき、将来的な市場拡大が見込まれる海外出願も積極的に実施し

ている。企業経営の変化により、国外に技術流出が行われる可能性がある場合などは、産業財産権を積極

的に国内企業等へ移転するなど、柔軟に対応する。また、競争領域の非公開情報は、基本的には企業のノ

ウハウとして秘匿すべきものであるが、組合内の縦連携の活動の中で、適宜開示を促すようなマネジメントを

実施する。さらに、非競争領域で非公開の工場熱計測データなどについては、組合内の非公開ワーキング

グループや技術委員会、非公開報告書等で共有する。知的財産権等については、NEDO に報告を義務付

け、開発技術の特許出願・権利化を逐次把握する。 

 さらに、実施者である組合においては、組合内連携を有機的に行うため、本事業の試験・研究目的であれ

ば、プロジェクト参加者が所有するバックグラウンド知財については所定の手続きを事前に行うことで委託研

究の中で自由に実施可能とすること、本事業（委託）で得られた知財については自由に実施可能することな

どを規定した「知的財産権及びサンプルの取扱いに関する規程」を整備している。 
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また、熱電変換材料の開発のように、設定した目標に対して多くのアプローチが想定される研究開発項目に

ついては、実施者間の競争による研究の進展も図っている。 

２．目標及び達成状況 

 

2.1 アウトカム目

標及び達成見込

み 

アウトカム目標： 

・2030年時点において、原油換算で600万kL/年以上の省エネ 

・1,700万t-CO2/年程度以上のCO2削減効果 

 

達成見込み 

既存技術の限界及びコスト面での制約から、未利用熱エネルギーの大半、特に中低温領域の排熱は大部

分が廃棄されているが、断熱材・蓄熱材・熱電材料等に代表される各種熱マネージメント部材の革新的な技

術開発を通し、本プロジェクトの成果の実用化・事業化から、普及促進することによりアウトカムである未利用

熱を有効活用できるシステムを確立すること、さらに波及効果として未利用熱の活用が可能であることを実証

し、可能性と必要性を広く認知し、様々な分野・用途への適用の検討、技術の普及促進が得られ、産業分

野、運輸分野、民生分野における社会実装を実現し、更なる省エネ化を進めることにより、アウトカム目標を

達成することを見込んでいる。 

 また、開発成果による 2030 年における国内市場創出は 2,100 億円/年以上、世界市場創出は 1.3 兆円/

年以上を見込んでいる。 

 

2.2 アウトプット

目標及び達成

状況 

【断熱】ファイバーレスで、耐熱 1500℃以上、圧縮強度 20MPa 以上、熱伝導率 0.20W/m・K 以下、 

【遮熱】可視光線透過率 70%以上、日射熱取得率 43%以下、 

【蓄熱】20℃～25℃環境下で 24h 以上、 

【熱電】受熱温度 200℃～600℃の条件で発電効率 15%以上のモジュール、出力 200W（モジュール出力密

度 2W/cm2） の発電ユニット、 

【排熱発電】出力 1kW クラスの実証、 

【ヒートポンプ】最高加熱温度 200℃、熱源水温度 80℃、加熱器出口温度 180℃加熱条件で COP:3.5 以上、

【熱マネージメント】産業分野等の熱マネージメント技術・システム開発、 

【熱関連調査・基盤技術】産業用高温 HP 向け冷媒物性情報の収集、統合解析シミュレーション技術の構築 

等の目標を達成した。 

３．マネジメント 

  3.1 実施体制 

経産省担当原課 

製造産業局 金属課（～2019年度） 

資源エネルギー庁 省エネルギー・新エネルギー部 省エネルギー課（2020

年度～） 

プロジェクトリーダ

ー 

産業技術総合研究所 理事 

エネルギー・環境領域 領域長 

小原 春彦 

プロジェクトマネー

ジャー 

楠瀬 暢彦（2015 年 4 月～2017 年 8 月） 

今田 俊也（2017 年 9 月～2018 年 6 月） 

近藤 篤（2018 年 7 月～2020年 3 月） 

岩坪 哲四郎（2020 年 4 月～2023 年 3 月） 

委託・助成先 

未利用熱エネルギー革新的活用技術研究組合（TherMAT） 

組合員（参加 21 社、1 財団、1 研究機関） 

共同実施：早稲田大学、岡山大学、大阪大学、東京大学、名古屋大学、東北

大学、山口東京理科大学、物質材料研究機構、山口大学、九州大学、佐賀大

学、九州産業大学、早稲田大学 

 

3.2 受益者負担の

考え方 

 

 

事業費推移 

 (単位:百万円) 

 

 2015FY 2016FY 2017FY 2018FY 2019FY 2020FY 2021FY 2022FY 総額 

一般会計 ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

特別会計

（需給） 
1,920 1,720 917 650 675 747 586 293 7,508 

開発成果 

促進財源 
  (67)  (45) (99)  (13) (224) 

総 NEDO 

負担額 
1,920 1,720 917 650 675 747 586 293 7,508 

(委託) 1,920 1,720 917 603 630 689 561 120 7,160 

（助成） 
助成率 2/3 － － － 47 45 58 25 173 348 
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3.3 研究開発計画  

 

情勢変化への対

応 

NEDO は、プロジェクトの進捗状況や、革新的熱利用技術委員会の結果、市場・技術動向を踏まえ、

情勢変化に対応したプロジェクトの運営・管理を推進した。情勢変化への主な対応事例は以下のと

おり 。 

 

①プロジェクトの体制強化 

・「機械・化学産業分野の高温熱供給ヒートポンプに適した冷媒の技術開発」において、種々の物

性値を再現可能な高精度ヘルムホルツ型状態方程式の開発と「REFPROP」用データファイルを作成

する実績を有する九州産業大学を神戸分室の共同実施先に追加した。（2018 年度） 

・近年の電気駆動車の普及とパワートレインシステムの多様化を受け、自動車の熱の流れが大きく

変化していくことが予想される中で、自動車全体の熱流れを解析可能にするモデルを構築し、電動

化に伴って変化する将来の熱の流れを見える化できるようするため、広島分室を中心とした All 

TherMAT の取組みとして、熱流れの計測解析技術の開発と自動車全体の熱流れのモデル構築の取り

組みを開始した。（2018 年度）また、佐野分室と熱電変換関係分室とで連携し、ハイブリッド自動

車の排気回収システムへ熱電発電モジュール搭載する際の最適配置や燃費効果の検討を開始した。

（2020 年度） 

・「車両用高効率排熱利用・冷房用ヒートポンプの研究開発」において、冬季の換気損失を低減す

るための湿度交換器システムに必要な、高分子収着剤を用いた耐水性能の高い透湿シートの開発を

行うため、日本エクスラン工業株式会社を佐野分室に追加した。（2019 年度） 

・本事業は、2020 年度から省エネ施策として再構築し、システム化開発を重点化するなど、実用化

に向けたマネジメントを一層強化した。（2020 年度） 

・参画企業による実用化を促進するため、研究開発項目の再整理を実施し、一部テーマを助成事業

に移行した。（2022 年度） 

 

②ステージゲート方式の採用 

 熱電変換技術のシーズ探索・育成に向け先導的に取組むべき研究開発については小規模研究開発

スキームとして実施し、ステージゲート方式を採用して、年度ごとにその継続の妥当性等を審議し

ながらテーマを推進した。 

 

③欧州における熱利用技術に関する最新技術動向及び市場導入条件調査 

パリ協定の採択以降、2050 年までの温室効果ガスの大幅な排出削減に向けて野心的な取り組みをリ

ードする欧州を対象として、熱利用技術に関する最新技術動向及び市場導入条件調査を実施し、

TherMAT 内で結果の共有を行った。 

また、NEDO がドイツ環境・自然保護・原子炉安全省（BMU）及び経済・エネルギー省（BMWi）と共

催した日独エネルギー・環境フォーラムや NEDO とスペイン政府・産業技術開発センター（CDTI）

との合同ワークショップ等においても、昨今の欧州各国における情勢と、我が国の未利用熱活用技

術に対する関心について、情報収集を実施した。 

2020 年度中間評

価結果への対応 

指摘事項 対応 

投じた研究開発費に対して相応の成果が得られた

かどうか、個々のテーマ終了後のフォローをしっかり

やって戴きたい。実用化に向け、システムとして目標

とする性能を達成するための取り組みとして、今まで

以上 に研究全体の進捗を促すコーディネーター役

を期待する。（2020 年度中間評価） 

個別テーマごとの実用化・事業化戦略と進捗を照ら

し合わせ、一部前倒しにより 2022 年度は委託事業

から助成事業にフェーズを移行するものや、各事業

者での実施に移行する等、早期実用化を目指した。 

実用化の担い手やユーザーに向けて成果を普及さ

せるため の取組をさらに進めることが望ましい。市

場ニーズから出て来るスペックへの対応が望まれ

る。（2020 年度中間評価） 

研究の進捗による成果創出と PR 活動により、問い

合わせ・引き合いなどにより、多くの市場ニーズが事

業者に集まる状況が作られ、製品化等の対応がなさ

れている。 

 

開発技術等の 導入に対 する意欲が湧くよう、ユー

ザーへの PR・情報発信や、政策や 助成金など効

果的な後押しが望まれる。（2020 年度中間評価） 

PR 活動として、成果報告会の開催、ENEX に出展、

YouTube（NEDO Channel）に動画掲載、NEDO 広

報誌 Focus NEDO の特集、学会講演などを積極的

に行った。 

評価に関する 

事項 

事前評価 2012 年度 経済産業省で事前評価 

中間評価 2015、2017、2020 年度 中間評価実施 

終了時評価 2023 年度 終了時評価実施 

別添  
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投稿論文 119 件 

特 許 551 件（うち海外出願 205 件） 

その他の外部発表 

（プレス発表等） 

講演・発表：518 件、プレス発表：20 件、雑誌・新聞・広報媒体：45 件、展示会出展：85 件、 

受賞実績：28 件 

基本計画に関する

事項 

作成時期 制定：2015 年 3 月 

変更履歴 

改訂：2016 年 3 月（プロジェクトマネージャー及びプロジェクトリーダーの氏名等追記。） 

2018 年 3 月（2017 年度中間評価結果及びプロジェクトマネージャーの交代に伴う氏名等

の変更等を踏まえた変更。） 

2019 年 2 月（プロジェクトマネージャーの交代に伴う氏名等の変更等を踏まえた変更。） 

2020 年 2 月（研究開発項目③「蓄熱技術の研究開発」及び⑥「排熱発電技術の研究開

発」における研究開発は２０１９年度をもって終了とし、２０２０年度から研究開発項目⑦「熱

マネジメントの研究開発」でのシステム化開発に移行することに伴う変更、２０２０年度中間

目標の明記等の変更。） 

2020 年 5 月（プロジェクトマネージャーの変更等に伴う軽微な変更。） 

2021 年 1 月（2020 年度中間評価結果等を踏まえた変更。） 

2022 年 1 月（研究開発の内容の軽微な変更。） 

2023 年 11 月（プロジェクト最終成果の追記と終了時評価のための様式変更。） 

 




